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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　タイ政府は、第５次経済社会開発５カ年計画（1981～1986年）において、農業国から工業国へ

の転換を目指し、その一環として輸出指向型産業振興策を進め、金属加工・機械産業分野の中小

企業の育成に努めてきました。この政策を具現化する方策のひとつとして、工業省内に中小企業

の技術改善を担当する金属加工機械工業開発研究所（MIDI）を設立することを計画し、わが国は

無償資金協力によりMIDIの施設を建設・整備するとともに、1986年10月から５年間実施された

プロジェクト方式技術協力（金属加工機械工業開発振興プロジェクト）を通じ、中小企業に対す

る技術指導を実施する基礎的な機能を付与しました。

　その後、日本・タイ政府の協議において、タイの裾野産業の輸入依存体質を改善することが重

要かつ緊急課題であるとの認識で一致し、なかでも自動車部品産業および電気・電子部品産業は、

金型やプラスティック加工等を含み、産業としての広い裾野を有するものの、現在、部品を輸入

に依存していることから優先的に改善すべき分野として選定され、1993年より右分野を対象とす

る開発調査「工業分野振興開発計画（裾野産業）」が実施されました。

　このような経緯をも踏まえ、タイ政府は、同調査で作成されたマスタープランに基づき、上述

のMIDIを裾野産業開発部（BSID）として改編するとともに、さらに上述の協力によりMIDIに

付与された基礎的な機能を拡充し、金型分野の地場の裾野産業を育成して国際競争力を強化する

ことを目的として、1996年９月、プロジェクト方式技術協力を要請してきました。

　わが国政府は、この要請を受けて、1998年３月10日から21日にかけて、事前調査団を派遣し、

要請背景、国家開発計画における位置づけおよび裾野産業の現状を調査し、技術移転分野をプラ

スティック金型に絞り込みました。

　その結果を踏まえ、1998年８月19日から９月17日まで短期調査員を派遣し、プロジェクトの

基本計画および投入計画などの詳細について協議を行い、その後、1999年３月17日から４月２日

まで第２次短期調査員を派遣し、予定されている実施協議調査団の円滑な討議議事録（Record of

Discussions: R/D）締結を目的とし、タイ側関係機関との協議を行い、確認・合意できた事項につ

いて協議議事録（ミニッツ）に取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本調査においては、これまでの調査結果を踏まえ、1999年６月23日から７月７日にかけてプロ

ジェクト実施に際しての日本・タイ双方の責任分担を再確認するとともに、具体的な技術協力内

容およびその計画について最終的に合意し、R/D、ミニッツに取りまとめのうえ、７月５日、署名

交換を行いました。

　本報告書は同調査団の調査結果をまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・タイ両国の関係各位に対し深甚の謝意

を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

　1999年７月
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第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣

１－１　要請の背景および経緯

(1) タイ政府は、第５次経済社会開発５カ年計画（1981～1986年）において、農業国から工業

国への転換をめざし、その一環として輸出指向型産業振興策を進め、金属加工機械産業分野の

中小企業の育成に努めてきた。

(2) この政策を具現化する方策のひとつとして、工業省内に中小企業の技術改善を担当する金

属加工機械工業開発研究所（MIDI）を設立することを計画し、日本に対し無償資金協力およ

びプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

(3) 上記の要請を受けて、日本政府は、無償資金協力によりMIDIの施設を建設、整備すると

ともに、1986年10月より５年間、同施設を利用して鋳造、熱処理、材料試験、機械加工、機

械設計、測定を主な協力分野とする「金属加工機械工業開発振興プロジェクト」を実施し、

MIDIに対し中小企業に対する技術指導を実施する基礎的な機能を付与した。

(4) 上記の協力と並行して、タイは自国の工業分野の開発振興計画策定のための協力を1988年

以降、３回にわたり要請してきた。これに対し、日本政府は開発調査により金型、玩具、繊

維、木工家具、プラスティック加工、陶磁器分野における産業育成プログラムを提言した。そ

の後、タイ側からその他の産業分野の計画策定の追加要請があったが、最終的に日本・タイ政

府の政策協議において、タイの裾野産業の輸入依存体質を改善することが重要かつ緊急課題で

あるとの認識で一致した。なかでも自動車部品産業および電気・電子部品産業は、上述の金型

やプラスティック加工などを含み、産業としての広い裾野を有するものの、現在、部品を輸入

に依存していることから優先すべき分野として選定され、1993年から開発調査「工業分野振

興開発計画（裾野産業）」を実施した。

(5) 以上のような経緯を踏まえ、タイ政府は、同調査で作成されたマスタープランに基づき、上

述のMIDIを裾野産業開発部（BSID）として改編し、先般のプロジェクト方式技術協力によ

りMIDIに付与された基礎的な機能を拡充し、金型分野の地場の裾野産業を育成して国際競争

力を強化することを目的として、1996年９月、我が国に対し、プロジェクト方式技術協力を

要請してきた。

(6) この要請を受けて我が国政府は、本件を1997年度事前調査案件として採択し、1998年３月
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10日から21日にかけて事前調査団を派遣し、タイ側の要請背景、国家開発計画における位置

づけ、裾野産業の現状、タイ側のプロジェクト実施計画および実施体制などについて調査を行

い、技術移転分野をプラスティック金型に絞り込み、その結果をミニッツに取りまとめ、署

名・交換した。

(7) その後、上記事前調査の経緯を踏まえ、1998年８月19日から９月17日にかけて第１次、1999

年３月17日から４月２日にかけて第２次の短期調査員を派遣し、工場視察や業界団体との協

議を通じ、企業の技術レベルおよびプラスティック金型の技術的ニーズを把握するとともに、

カウンターパート候補者の技術レベルを含めたBSIDの実施体制の調査および関連する情報収

集を行ったうえで、プロジェクトの基本計画および投入計画などの詳細について協議を行い、

その結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換した。

１－２　実施協議調査団派遣の目的

　今次調査においては、過去３回にわたる調査結果を踏まえ、日本側が協力する内容、範囲、責

任分担などについて、先方実施機関と協議を行い、討議議事録（R/D）として取りまとめ署名を行

う。

　また、すでに作成済みのPDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）をはじめとする計画

管理諸表について再検討するとともに、そのほか協力開始までに整理すべき懸案・検討事項につ

いても協議し、合意事項などをミニッツに取りまとめ、署名を行うことを目的とする。

１－３　主要調査項目

(1) 討議議事録（R/D）の内容確認

(2) 以下の計画管理諸表の見直し・作成

１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

２）技術協力計画（TCP）

３）年次技術協力計画（ATCP）

４）活動計画（PO）

５）年次活動計画（APO）

６）暫定実施計画（TSI）

７）年次暫定実施計画（ATSI）

(3) モニタリング・評価計画書に関する協議

(4) ワークショップＡ改修計画進捗確認

(5) 供与機材現地調達促進業務
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(6) 金型分野における産業構造調整事業（IRP）の進捗状況の確認

(7) 各種共通フォーマットの見直し・作成

(8) A1、A2、A3、A4フォームのアドバンスコピーの取り付け

１－４　調査団の構成

１－５　調査日程

行　　　　　程日
順

月日(曜日) 時 間
団　長 技術協力計画・金型技術 技術移転計画 機材計画 協力企画

１ ６月23日(水) 11:00
15:15

成田発（JL717）
バンコク着

２ 24 日(木) 午 前
午 後

JICAタイ事務所打合せ
BSIDとの協議(0)

（調査日程打合せ）
（調査日程打合せ、ワークショッ
プＡ改修計画、共通フォーマット）

３ 25 日(金) 終 日 機材現地調達調査（BSID内）
BSIDとの協議(1)

（NSSとの打合せ）
（機材メンテナンス計画）

４ 26 日(土) 終 日 団内打合せ・資料整理
５ 27 日(日) 終 日 休日
６ 28 日(月)  9:00

10:00

―

JICAタイ事務所打合せ
BSIDとの協議(2)
機材現地調達調査（BSID内）

（機材現地調達申請準備）
（PDM、ATCP、予算措置）

７ 29 日(火) 11:00
15:15

成田発（JL717）
バンコク着

終日　BSIDとの協議(3)
機材現地調達調査（BSID内）

（ワークショップＡ改修計画、
　日本・タイ双方初年度投入計画）

８ 30 日(水)  9:30
10:30
13:00
15:00

JICAタイ事務所打合せ
在タイ日本大使館打合せ
BSID表敬・見学
DIP表敬

10:50 バンコク発
　　　(TG640)
19:00 成田着

（団長に同じ）

９ ７月１日(木) 10:00
午 後

DTEC表敬
BSIDとの協議(4)（ミニッツ案）

（団長に同じ）

10 ２日(金)  9:00
15:00

BSIDとの協議(5)（ミニッツ案）
DIP、BSIDとの協議(6)
（DIP内）（ミニッツ案）

（団長に同じ）

11 ３日(土) 終 日 休日・資料整理 （団長に同じ）
12 ４日(日) 終 日 休日 （団長に同じ）
13 ５日(月) 15:00

15:30
19:00

R/D、ミニッツ署名
DIP主催ティーパーティー
調査団主催夕食会

（団長に同じ）

14 ６日(火)  8:50
16:40

バンコク発（JL708）
成田着

終日　機材現地調達調査(JICAタイ事務所)

15 ７日(水)
―

―

10:50 バンコク発（TG640）
19:00 成田着

氏　　名 担当業務 所　　　属　　　先
新井　博之 団長・総括 国際協力事業団 鉱工業開発協力部計画・投融資課長
池内　　準 技術協力計画 東北工業技術研究所 金属素材部長
田原　　昭 金型技術 (財)素形材センター 専務理事
畠山　篤彦 技術移転計画 (財)素形材センター テクニカルコーディネーター
諸橋　捷治 機材計画 (財)素形材センター テクニカルコーディネーター
町田　賢一 協力企画 国際協力事業団 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課

特別嘱託
注）現地参加（オブザーバー）（金型設計）大塚敏哉氏が参加。
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１－６　主要面談者リスト

＜タイ側＞

(1) 技術経済開発局（Department of technical and economic Development (DTEC)）

　Banchong Amoronchewin Chief, Japan Sub-division

　Hataichanok siriwadhanakul Program Officer, Japan Sub-division

　Tanyaporn Lertksana Program Officer, Japan Sub-division

(2) 工業振興局（Department of Industrial Promotion (DIP)）

　Manu Leopairote Director General

　Damri Sukhotanang Deputy Director General

　Satit Sirirangkamanont Deputy Director General

　Sumonman Kalayasiri Deputy Director General

(3) 裾野産業開発部（Bureau of Supporting Industries Development (BSID)）

　Nuntapit Nakasarn Director

　Pasu Loharjun Director, Plastic and Electronic Component

Industry Division

　Kittipat Panitaporn Head, Quality and Environment Development Unit

　Panuwat Triyangkulsri Chief, Research Section, Plastic and Electronic

Component Industry Division

　Paiboon Tekapan Chief, Machining Subdivision

　Prakob Janma Chief, Product, Mold & Die Design Development

Unit

　Kijja Chongkwanyuen Research Subsection

　Pongsak Vongrasametong Chief, Technology Subsection

　Paiboon Chaengsach Technology Section

　Taweesit Boonmee Technology Section

　Patima Peungkiatpairote Chief, General Subsection

　Sawitree Krisanawong Chief, Planning and General Coordinating

　Sasiwimol Suthilert Staff, Planning and General Coordinating

　Namthip Trithip Secretary



－5－

(4) 工業振興部（Bureau of Industrial Promotion Administration (BIPA)）

　Ratana Smanchat Director

(5) タイ金型工業会

　Chokechai Kaveevathit Chairman

(6) タイプラスティック工業会

　Suchart Suesujjakul Chairman

(7) タイ自動車部品工業会

　Alongkot Chutinan Chairman

(8) Fujitsu System Business (Thailand) Ltd.

　松浦　太郎 Manager

　Pianuch Wiriyaenawat Assistant System Sales Group

(9) 日本ユニシス

　山本　敏郎 Ｉ＆Ｃシステム営業第１本部

エンジニアリング営業部長

(10) New System Service Co., Ltd.

　上之門　捷二 Deputy Managing Director

　Chumpol Taangdumrongvong General Manager, System Integration Department

(11) Future Design & Integration

　H. Saito President

(12) Sodick Engineering Service (Thailand) Co., Ltd.

　稲山　真人 Managing Director

(13) Mukai Industry Co,. Ltd.

　Mukai Teijiro President
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＜日本側＞

(1) 在タイ日本大使館

　戸高　秀史 二等書記官

(2) JICAタイ事務所

　岩口　健二 所長

　梅崎　　裕 次長

　籌(かぞえ)　満彦 所員

　中本　明男 所員

(3) 日本貿易振興会　バンコクセンター

　桑田　　始 所長

　野中　哲昌 次長

(4) 財団法人海外貿易振興協会　バンコク事務所

　松永　　聡 所員

(5) タイ生産性向上プロジェクト

　梅沢　賢浩 チーフアドバイザー

(6) タイ繊維・衣料製品試験・検査技術向上プロジェクト

　三木　常秀 チーフアドバイザー

　松村　博之 業務調整員

　新元　清彦 長期専門家

　岩田　義忠 長期専門家

(7) 中小企業評価システムプロジェクト（IRPのプロジェクトのひとつ）

　遠藤　英彰 短期専門家

　河越　丈雄 短期専門家（経営コンサルタント）

　西谷　洋一 短期専門家（輸入ビジネスアドバイザー（JETRO認定））
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

第２章　調査協議結果第２章　調査協議結果第２章　調査協議結果第２章　調査協議結果第２章　調査協議結果

２－１　調査結果

全般

＜対象セクター
（金型産業）の
状況＞
１　国家開発計
　画等の整合性
　（産業構造調整
　事業（IRP）の
　現状）

・今次調査においては、３度にわたる
調査結果を踏まえ、日本側が協力す
る内容、範囲、責任分担などについ
て、先方実施機関と協議を行い、討
議議事録（R/D）として取りまとめ署
名を行う。

・また、すでに作成済みのプロジェク
ト・デザイン・マトリックス（PDM）
をはじめとする計画管理諸表につい
て再検討するとともに、その他協力
開始までに整理すべき懸案・検討事
項についても協議し合意事項などの
取りまとめをミニッツに取りまとめ、
署名を行うものである。

・タイ政府は、金融危機に対応すべく、
1998 年１月に「産業構造改革マス
タープラン（1998～2002年）」を閣
議承認し、そのなかで中小企業の育
成強化が計画されている。

・前回の短期調査において、工業省が
中心となって上記マスタープランに
基づいた業種別の戦略プランおよび
アクションプランの事業内容を以下
のとおり確認した。
　現在、BSIDの IRP関連プログラ
ムとして、(1) 企業診断、(2) 電気電
子部品産業生産工程改善、(3) 中小裾
野産業育成、(4) 部品産業育成の４件
がある。

・特に、上記３の中小裾野産業育成プ
ログラム中のプロジェクトのひとつ
として、「金型産業開発プロジェク
ト」があり、DIP（BSID）が主催し、
タイ金型協会およびキングモンクッ
ト大学（北バンコク）が協賛する形
で、1999年４月から、タイ－ドイツ
－インスティテュート（TGI）におい
て総額512万 5000バーツを投じて、
民間企業技術者（96名）を育成すべ
く、５週間の金型研修コースが開始
されている。

・下記以外の事項について
協議の要が生じた場合は、
基本的には前回までの短
期調査の対処方針および
ミニッツに基づき対応す
ることとする。

・左記BSIDの IRP関連プ
ログラムについて具体的
な事業内容および進捗を
確認する。

・左記原則により対応した。

・左記のBSIDの IRP関連
プログラムの進捗を、以
下のとおり確認した。

(1) 企業診断
１）100 名の研修員に対
し、企業診断中級の研
修を実施中。
２）初級企業診断研修員
200名を募集し、研修の
カリキュラムを作成中。
３）企業診断指標を作成
中。

(2) 電気電子部品産業生産
工程改善
１）対象150社に対する基
本的な調査に続き、そ
の中の15社に対しより
掘り下げた調査を実施
した。
２）30名のタイ人専門家
を講師として選定し、
セミナーを実施中。

(3) 中小裾野産業育成（金
型産業開発プロジェクト）

・48名に対する研修コース
が開始された（最終的に
は研修員は 9 6 名にのぼ
る）。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

２　金型産業の
　状況
　(1) 企業規模

　(2) 統計デー
　　タ

　(3) 工場訪問
　　（企業調査）

・裾野産業のなかでも、金型産業を形
成する企業は500社以上で、その７
割が小規模、２割が中規模企業であ
る。

・プラスティック金型輸出入額に関す
る資料は、貿易省から提出された正
式の統計データを入手済みであるも
のの、その他のデータについては、従
来の調査では存在を確認できなかっ
たため、日本・タイ双方で、PDMの
指標との関連でプロジェクトの初期
段階にかかるベースラインデータの
整備が必要であることを確認した。

・これまでの調査において、金型産業
の現状に加えて、抱えている課題（＝
本プロジェクト実施に際し、考慮す
べきニーズ）を特定するとともに、本
プロジェクトに関する要望（特に研
修コース）を以下のとおり聴取して
いる。

・左記現状を確認する。

・左記データの入手の可能
性を確認する。

・研修コースは製図、計測、
精密旋盤加工、精密フラ
イス加工、平面研削、曲面
研削、EDM、W-EDM加
工の８コースある。各
コース１～２週間の期間
にTGIでの研修６割に対
し勤務先の工場でのOJT
が４の割合で実施される。
OJTに際しても研修の成
果をきちんと生産現場に
て活用させるため、講師
が研修員の工場に赴き、
指導を行う。

(4) 部品産業育成
１）ISO9000およびQSに
関する４回のセミナー
を実施。
２）さまざまな業種にか
かる90種の研修コース
の設定。

・左記現状に加え、プラス
ティック成形企業は3000
社であることを確認した。

・現状では、左記のとおり
プラスティック金型の輸
出入額に関するデータし
か得られないことが判明
したため、プロジェクト
開始後に実施する工場訪
問において、必要なデー
タ収集を行うこととした。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　(4) 工業会

１）技術の現状
・プラスティック金型製作企業におい
て、CAD/CAMおよびCNCの導入が
進みつつあるものの、高額かつ高性
能の機材を生かしきる設計・加工技
術が不足している点が課題となって
いる。

・一方、CNCの導入がされていない工
場は、高い精度が不必要な金型製作
に特化し、かつ、自社の得意分野を
持ち、十分に経営が成り立っており、
タイの金型産業が２分化しているこ
とが窺えた。
２）課題

・CAD/CAMおよびCNCを導入して
いる工場にとって、上記に加え、金
型の納期を短縮することが大きな課
題となっている。
３）本プロジェクトに対する要望

・研修コースについては、新入社員に
対する長期（１カ月～１年）の基礎
技術指導が必要とされている一方、
ある程度の経験を持つワーカーに対
しては、習得技術を絞り込み、研修
目的を明確にした短期コースの要望
もあった。

・また、企業に対する訪問技術指導の
要望が多かった。

・これまでの調査において金型工業会、
プラスティック工業会、電気・電子
工業会の代表者と意見交換を実施し、
各工業会の抱えるボトルネックと本
プロジェクトに対する要望を以下の
とおり聴取している。
１）ボトルネック
ａ）各企業にOJT用のマニュア
ル、教材がなく、OJTの成果が
一定しない。
ｂ）地場金型産業は、納期が遅く、
かつデバッグが多い。
ｃ）CNC機などを活用する、人材
育成の遅れ。

２）要望
・OJTのための教材、マニュアル開発。

OJT指導者への教育。

・可能であれば、前回同様、
R/Dおよびミニッツ署名
に同席を依頼するととも
に、時間に余裕があれば、
各工業会と再度意見交換
を行う。

・金型工業会、プラス
ティック工業会、自動車
部品工業会の代表者は、
R/Dおよびミニッツ署名
に同席するとともに、調
査員主催の夕食会にも参
加し、プロジェクトへの
期待を表明した。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

３　金型教育訓
　練機関

・これまでの調査で以下の関連機関を
訪問・調査した。
(1) タイ－ドイツ・インスティテュ
　ート（TGI）

・金型の設計と加工の研修コースを実
施しており、金型の設計、加工、試
打のための必要な機材が揃っている。

・現在研修コースには多くの研修員が
参加しているが、その理由として、研
修費用を半額としていること（残り
の半額は政府からの補助金）、タイ経
済が回復基調にあり、社員を研修に
派遣する余裕がある企業が出てきた
こと、インテンシブな広報・PRを実
施していることの３点があげられて
いる。

・なお、研修コースのほか、以下のサー
ビスを実施している。
１）入社試験の代行
２）工具の研磨、校正サービス
３）カスタマイズトレーニング
４）受注生産
(2) タマサート大学

・金型設計、加工、試打のための必要
な機材が揃っているが、金型の専任
講師は１名しかおらず、現在のとこ
ろ、年間数名が、卒業製作の際、右
機材を使用して金型の製作をしてい
るのみであった。
(3) キング・モンクット工科大学
（北バンコク）

・４名の教授・講師陣のもと、２年の
短大コース、その後２年の学士コー
ス、さらに修士課程までの金型設計・
製作コースが履修可能であり、学期
間の休暇中に企業に対する訪問研修
コースを年２回程度実施している。
(4) 職業訓練校

・労働福祉省に派遣されている個別専
門家の池谷氏に確認したところ、左
記プラスティック射出金型の採用前
訓練コースは、入学が想定される生
徒が基礎学力不足でコースに順応で
きないことが懸念されるうえ、経済
的な理由から高額の研修費用を賄え
ないという問題もあり、最終的には

・前回短期調査において、
カウンターパートの基礎
的技術力向上および研修
コース実施のための、教
授方の研修、参考教材の
入手を目的として、左記
金型教育訓練機関で実施
している研修コースへの
参加を調査員はタイ側に
申し入れ、後者は同意し
ているものの、まだ実行
されていないところ、実
施を申し入れる。

・左記が実施されていない
理由として、タイにおい
ては、BSIDが金型教育訓
練機関として最も高い技
術力を持っているため、
他の教育機関に出向いて
訓練を受けるメリットは
ないと判断したことに加
え、BSIDの職員の研修予
算が昨年および今年度と
大幅に削減されているた
めであることを聴取した。

・一方、教授法および教材・
カリキュラム作成法に関
する研修の必要性につい
ては理解を得、プロジェ
クト開始後、BSID予算で
上記に関する専門家を
BSIDに招き、研修を実施
することとした。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

＜協力案件の概
要＞
１　プロジェク
　ト名称

２　プロジェク
　ト内容
　(1) プロジェ
　　クトの上位
　　目標

　(2) プロジェ
　　クト目標

　(3) 成果

同コースを職業訓練校レべルで実施
するのは見送られたということが判
明した。

（和）タイ王国金型技術向上事業
（英）SIC-Tool and Mold Technology
Development Project in the Kingdom
of Thailand

・タイ国内のプラスティック金型企業
が国際的競争力を持つようになり、
タイ国内の組立産業に高品質の金型
を供給できるようになる。
（注：実際は金型産業は部品産業に金
型を供給し、部品産業はその金型を
用いて製造した部品を組立産業に供
給するという流れが正しいが、文章
を簡潔にするため、上位目標として
は、上記のとおりタイ側と合意して
いる）

・B S I D の技術力が向上し、プラス
ティック金型業界に対し、質の高い
技術サービスを提供できるようにな
る。

０　プロジェクト実施体制が整備され
る。
１　必要な機材が適切に供与・設置・使
用・管理される。
２　カウンターパートの技術力が向上
される。
３　技術研修とセミナーが計画的に実
施される。
４　技術情報サービスとアドバイザ
リーサービスが計画的に試行される。
５　試作品作成サービスが計画的に試
行される。

・左記を再確認し、R/Dおよ
びミニッツに記載する。

・左記に変更のないことを
再確認し、R/Dおよびミ
ニッツ（PDM）に記載す
る。

・左記に変更のないことを
再確認し、R/Dおよびミ
ニッツ（PDM）に記載す
る。

・左記に変更のないことを
再確認し、R/Dおよびミ
ニッツ（PDM）に記載す
る。

・左記を再確認し、R/Dおよ
びミニッツに記載した。

・左記に変更のないことを
再確認し、R/Dおよびミ
ニッツ（PDM）に記載し
た。

・左記に変更のないことを
再確認し、R/Dおよびミ
ニッツ（PDM）に記載し
た。

・左記に変更のないことを
再確認し、R/Dおよびミ
ニッツ（PDM）に記載し
た。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　(4) 活動

　(5) 技術移転
　　の方法
　　①技術移転
　　　の方法

0-1 計画に沿って人員を配置する。
0-2 活動計画を策定する。
0-3 予算を立案し、適正に執行する。
0-4 運営管理システムを設立する。
1-1 施設・設備改修計画を策定し、計
画に沿って実施する。
1-2 必要な機材を供与のうえ設置する。
1-3 機材を適切に運転し管理する。
2-1 技術協力計画を策定する。
2-2 カウンターパートへの技術移転を
実施する。
2-3 カウンターパートへの技術移転の
結果をモニタリング・評価する。
3-1 技術研修とセミナーの計画を策定
する。
3-2 技術研修とセミナーを実施する。
3-3 技術研修とセミナーをモニタリン
グ・評価する。
4-1 技術情報サービスとアドバイザ
リーサービスの計画を策定する。
4-2 技術情報および教材を収集する。
4-3 技術情報サービスとアドバイザ
リーサービスを試行する。
4-4 技術情報サービスとアドバイザ
リーサービスの試行をモニタリン
グ・評価する。
5-1 試作品作成計画を策定する。
5-2 試作品作成サービスを試行する。
5-3 試作品作成サービスの試行をモニ
タリング・評価する。

・カウンターパートの通常業務および
技術移転の効率を勘案し、日常の
OJTに加え、専門家からカウンター
パートへの技術移転は最低週に２～
３回実施される。詳細は、日本人専
門家とカウンターパートが協議し、
プロジェクト開始後６カ月以内に最
終的に確定する。技術移転の３割は
ケーススタディ形式の講義、残りは
プロジェクトの初期段階に毎週実施
される工場訪問を含む実習に割り当
てられることを暫定的に決定してい
る。

・左記に変更のないことを
再確認し、PDMに記載す
る。

・特に４と５のプロジェク
ト終了時のカウンター
パートの到達レベルにつ
いては、過去の調査で合
意している内容と相違の
ないことを確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記を確認し、要すれば
ミニッツに記載する。

・左記に変更のないことを
再確認し、PDMに記載し
た。

・特に４と５のプロジェク
ト終了時のカウンター
パートの到達レベルにつ
いては、過去の調査で合
意している内容と相違の
ないことを再確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　　②カウンタ
　　　ーパート
　　　のグルー
　　　プ分け

　　③エコート
　　　レーニン
　　　グ

３　協力期間

ａ）技術移転の進捗に従って、カウ
ンターパートはいくつかのグルー
プに分けられる。それによって、
カウンターパートは少なくともひ
とつのターゲット製品を担当し、
何らかの責任を担うことになる。
グループ分けは、将来のカウン
ターパートの離職対策および、カ
ウンターパートのプロジェクトへ
の当事者意識を深めることを目的
としている。

ｂ）グループ分けは、技術移転の効
率を考慮し、個々のカウンター
パートの技術力に基づき行われ
る。すなわち、技術レベルの高い
カウンターパートが難易度の高い
ターゲット製品を担当することと
なる。

・本プロジェクトは技術協力事業であ
るゆえ、すべてのカウンターパート
はあらゆる講義や実技に参加するこ
とができる。ただし、日本人専門家
が責任を有するのは、ターゲット製
品ごとに指名された、カウンター
パートがおのおのの担当する製品を
製造できるようすることである。

・したがって、専門家から移転された
技術を、BSIDのなかに定着させる
ためには、技術レベルの高いカウン
ターパートから、それ以外のカウン
ターパートに対するエコートレーニ
ングが励行される必要がある。

・第２次短期調査において、1999年11
月から５年間とすることで合意して
いる。

・左記を確認し、要すれば
ミニッツに記載する。

・左記を確認し、要すれば
ミニッツに記載する。

・下記４の投入のタイミン
グを勘案し、プロジェク
ト開始月を決定し、R/Dに
記載する。

・現在のわが方の案は、左
記のとおり。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記勘案のうえ、1999年11
月１日から５年間（1999年
11月１日～2004年10月31
日）とすることで再確認
し、R/Dに記載した。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

４　運営体制
　(1) 機関
　　①経協窓口

　　②所轄官庁

　　③実施機関

　(2) 責任者

　(3) BSIDの状
　　況
　　①人員

　　②組織

・技術経済協力局
（Department of Technical and
Economic Cooperation (DTEC)）

・工業省工業振興局
（D e p a r t m e n t  o f  I n d u s t r i a l
Promotion (DIP), Ministry of
Industry (MOI)）

・裾野産業開発部
（Bureau of Supporting Industries
Development (BSID)）

ａ）総括責任者
（Project Director）DIP局長
ｂ）実施責任者
（Project Manager）BSID部長

・正規職員83名、常勤・非常勤の臨時
職員およびワーカー43名、計126名

ａ）総務課（General Administra-
tion Section）

ｂ）下請課（Subcontracting Promo-
tion Section）

ｃ）パッケージ課（Packaging Sec-
tion）

ｄ）プラスティック・電子部品課
（Plastic & Electronic Component
Industries Division）

・国家開発計画のなかの本
プロジェクトの位置づけ、
および経済危機によるプ
ロジェクトへの影響につ
いて聴取する。

・左記について再確認し、
R/Dおよびミニッツに記
載する。

・左記について再確認し、
R/Dおよびミニッツに記
載する。

・左記について再確認し、
R/Dおよびミニッツに記
載する。

・左記について再確認し、
ミニッツに記載する。

・最新の組織図などを入手
し、ミニッツに添付する。

・左記について、中小企業
振興は工業省においても
中核プロジェクトと位置
づけられており、本プロ
ジェクトに対する期待も
大きいことを聴取した。

・左記について再確認し、
R/Dおよびミニッツに記
載した。

・左記について再確認し、
R/Dに記載した。

・左記について再確認し、
R/Dおよびミニッツに記
載した。

・また、副総括責任者
（Deputy Project Direc-
tor）がDIP副局長である
ことを再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記について正規職員83
名、常勤・非常勤の臨時職
員およびワーカー44 名、
計127名と確認し、組織図
とともにミニッツに添付
した。

・最新の組織図などを入手
し、ミニッツに添付した。



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　　③予算

　(4) プロジェ
　　クトサイト
　　①サポーテ
　　　ィングイ
　　　ンダスト
　　　リーセン
　　　ター
　　　（SIC）

ｅ）金属加工・機械課
　（Metalworking & Machinery

Industries Division）

　　　　　　　　　　（単位：バーツ）
　1995年度　TB27.0mil.（実績）
　1996年度　TB42.1mil.（実績）
　1997年度　TB29.5mil.（実績）
　1998年度　TB37.9mil.（実績）
　1999年度　TB37.9mil.（配賦済額）
　2000年度　TB58.7mil.（計画）
　　　　　　　（１バーツ＝3.274円）

ａ）着工
　1997年 10月に既存施設取壊
ｂ）完工
　2000年１月末
ｃ）総工費
　１億2400万バーツ
　（約２億8000万円）
ｄ）建物面積
　１万3000㎡

・1999年度予算（1998年10
の執行
　状況および2000年度予
算案の検討状況について
確認のうえ、ミニッツに
記載する。

・SICの工事進捗状況を確
認し、要すればミニッツ
に記載する。

・SICの利用計画、特に各工
業会の入居状況（計画）を
確認し、ミニッツに記載
する。

・1999年度予算（1998年10
月～1999年９月）につい
ては、全額執行の予定で
あり、順調に進捗してい
る。一方、2000年度予算
案は、現在国会にて審議
中である。

・SICの工事進捗状況を確
認し、進捗状況をミニッ
ツに添付した。スケ
ジュールの遅れは許容範
囲内であり、2000年１月
末までには工事は終了す
る予定である。

・なお、現時点では総工費
は１億3300万バーツ（約
４億3000万円）と見積も
られている。

・SICの最新フロアレイア
ウトプラン（各工業会の
入居状況を含む）を入手
し、ミニッツに添付した。
概要は以下のとおり。

・BSIDのセクション：溶接
部門、プラスティック部
門のワークショップ、総
務課、プラスティック・電
子部品課、下請課

・BSID関連プロジェクト：
プラスティック成形テス
ト（NEDO）、部品産業育
成（IRP関連）

・インスティチュート：電
気・電子、自動車

・その他：食堂、図書館



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　　②既存ワー
　　　クショッ
　　　プＡ

・事前調査時に、重量のある金型加工
機械等は SICの床の強度を勘案し、
BSIDの既存のワークショップに、
試験分析機器、コンピューター
（CAD/CAM）などは、SICに設置す
る（注：SIC完工前は、BSIDにいっ
たん設置し、完工後に移設）ことと
なっていたが、1998年８月～９月に
実施された第１次短期調査の結果、
技術移転の効率性および技術的観点
（金型加工機器とCAD/CAMは、同じ
建屋に設置すべきである）から、本
プロジェクトの機材はすべて既存の
ワークショップＡに据え付けられ、
SIC完成後も移設しないということ
とした。

・なお、金型加工機械などは、現在、
ワークショップＡに配置されている
溶接部門が移転した後に据え付けら
れること、溶接部門はSIC完成後に
SICに移転する予定であるが、金型
加工機械の納期次第で、SIC完成前
であっても溶接部門の機材をワーク
ショップＢの空きスペースへ移動さ
せ、工作機材据付けの支障とはなら
ないようにすることは可能である旨、
あわせて説明があった。

・また、第２次短期調査において機材
リストに基づき、ワークショップＡ
が具備すべき付帯条件・環境条件を
提示のうえ、タイ側と協議し、ミニッ
ツに記載・添付した。

・特に今回留意・確認すべき点は、以
下のとおり。
ａ）ニューストラクチャー（CAD/

CAM設置予定建屋）の構造（含む
強度、レイアウト）

・左記を念のため確認し、
要すればミニッツに記載
する。

・左記を念のため確認し、
要すればミニッツに記載
する。

・左記を確認する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を確認し以下のとお
りミニッツに記載した。

(1) ニューストラクチャー
（CAD/CAM設置予定建
屋）

・床強度向上のため必要な
措置をとり、金型技術長
期専門家（３名）の執務室
とすることとし、ミニッ
ツに記載した。



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

５　計画管理諸
　表の見直し

６　プロジェク
　ト運営管理諸
　表の見直し
　(1) モニタリ
　　ング・評価計
　　画書および
　　評価グリッ
　　ド

　(2) 共通フォ
　　ーマット

ｂ）金型加工機械を設置する部屋の
２階をCAD/CAM教育用目的に使
用できないか否に関する検討

・これまで２回の短期調査において以
下の計画管理表（案）を作成し、ミ
ニッツに添付した。
ａ）プロジェクト・デザイン・マト
リックス（PDM）

ｂ）技術協力計画（TCP）
ｃ）活動計画（PO）
ｄ）年次活動計画（APO）
ｅ）暫定実施計画（TSI）
ｆ）年次暫定実施計画（ATSI）

・なお、ATCPについては、実施協議
調査までに作成し、協議することと
した。

・また、計画管理諸表の相関関係を取
りまとめ、ミニッツに添付した。

・PCM手法および評価５項目に基づ
く評価およびプロジェクトの終了時
評価の時期などについて、概要を改
めて説明し、ミニッツに記載すると
ともに、評価５項目、評価グリッド
サンプル、モニタリング・評価計画
書（案）を作成し、ミニッツに添付
した。

・プロジェクトの実施やモニタリング
のための共通様式を、マイクロソフ
ト・オフィスなどのソフトウェアを
使って作成することで合意し、以下
のリストを作成するとともに、一部
については可能な範囲で実施協議調
査までに案を作成することとした。
ａ）工業会の情報などを含んだ金型
産業と組立産業のリスト（このリ
ストには、将来、BSIDの顧客とな

・左記を見直し・作成のう
え、ミニッツに添付する。

・念のため左記を再説明し、
ミニッツに添付する。

・左記を再確認するととも
に、モニタリング・評価計
画書（案）を要すれば見直
しのうえ、ミニッツに添
付する。

・左記JICA作成分（一部は
送付済み）を提示のうえ、
タイ側作成予定分とあわ
せて協議し、ミニッツに
添付する。

(2) 金型加工機械を設置す
る部屋の２階

・床強度向上のため必要な
措置をとり、CAD/CAM
教育用目的に使用するこ
ととし、ミニッツに記載
した。

・左記a)～f)を見直し、年
次技術協力計画（ATCP）
を作成のうえ、ミニッツ
に添付した。

・左記を再説明し、ミニッ
ツに添付した。

・左記概要に加え、プロ
ジェクト開始後６カ月を
目途に確定させることを
再確認し、モニタリング・
評価計画書（案）をミニッ
ツに添付した。

・左記a)について、タイ金
型工業会便覧を左記リス
トとすることで暫定的に
合意した。

・左記b)～ i)については、
見直しまたは作成のうえ、
すべてミニッツに添付し
た。



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

７　ターゲット
　製品の特定

８　投入計画

る潜在顧客も含む）
ｂ）プロジェクトの成果を全国的に
普及するうえで協力可能と想定さ
れる研究機関等のリスト

ｃ）カウンターパートの技術力モニ
ターシート

ｄ）BSIDが技術サービスを提供す
る企業の技術力モニターシート

ｅ）工場訪問記録シート
ｆ）プロジェクトで実施されるおの
おののサービスの記録

ｇ）同窓生リスト
ｈ）写真付きの機材管理台帳
ｉ）技術研修とセミナー参加者への
質問票

・上記に関し、a)、b)はタイ側が作成
予定、f)の一部、d)およびi)はJICA
作成予定、その他はサンプルとして
作成し、第２次短期調査のミニッツ
に添付済み。

・これまでの調査において、ペン皿、目
覚まし時計、パソコンフロントパネ
ル、卓上電話機、カメラボディの５
つをターゲット製品とし、仕様（含
む写真）を提示のうえタイ側の理解
を得、ミニッツに添付した。なお、最
終的な仕様や数は、実施協議調査団
派遣時に確定することとした。

・上記２(1)のとおり、TSI、ATSIを作
成し、ミニッツに添付した。

・左記ターゲット製品を、
タイ側と協議のうえ確定
する。

・要すれば見直しのうえ、
ミニッツに添付する。

・左記ターゲット製品につ
いて、タイ側と再確認の
うえ、仕様書をミニッツ
に添付した。

・左記について、加工エリ
アの２階をCAD/CAM教
育用目的に活用すること
としたため、建屋改修期
間が１カ月延長すること
となり、上述を勘案のう
えTSI、ATSIを見直し、ミ
ニッツに添付した。



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　(1) 日本側投
　　入
　　①専門家派
　　　遣

　　②研修員受
　　　入れ

ａ）長期専門家
・以下のとおり派遣することとし、ミ
ニッツに記載した。
①チーフアドバイザー
②業務調整
③プラスティック金型技術（最大３
名）
ア）金型設計
イ）金型加工
ウ）金型組立・試打

ｂ）短期専門家
・第２次短期調査時に2000年度まで以
下の短期専門家の取りあえずの案を
協議し、ATSIとして取りまとめ、ミ
ニッツに添付した。
ア）機材据付け・操作（CAD/CAN/

DNC）
イ）機材操作・運用（CAD/CAN/

DNC）
ウ）機材操作・運用（EDM、W-

EDM）
エ）技術セミナー

・第２次短期調査において、初年度の
カウンターパート研修について協議
し、以下のとおりミニッツに記載し
た。
ａ）期間

・1999年10月から約１カ月間、長期専
門家の派遣（11月上旬）までに終了
する。

・左記を改めて確認し、R/D
に記載する。

・左記専門家にかかる A 1
フォーム（アドバンスコ
ピー）を入手する。

・要すれば ATSIを見直し
のうえミニッツに添付す
る。

・左記専門家にかかる A 1
フォーム（アドバンスコ
ピー）を入手する。

・左記について協議のうえ、
結果をミニッツに記載す
る。

・左記カウンターパート研
修にかかるA2、A3フォー
ム（アドバンスコピー）を
入手する。

・左記を再確認し、R/Dおよ
びミニッツに記載した。

・左記専門家にかかる A 1
フォーム（アドバンスコ
ピー）を入手した。

・2000年度までの短期専門
家の派遣計画を以下のと
おり暫定合意しミニッツ
に記載した。
ア）機材据付け・操作
（CAD/CAN/DNC）

・ハードの据え付け終了後
にソフトのインストール
のため約１週間派遣。
イ）機材操作・運用
（CAD/CAN/DNC）

・ソフトのインストール終
了後３回、１回につき１
～２週間派遣。
ウ）機材操作・運用
（EDM、W-EDM）

・ハードの据え付け終了後
に約２～３週間派遣。
エ）技術セミナー

・開所式記念セミナーとし
て１週間の派遣を予定、
内容はプロジェクト開始
後に決定。

・左記につき協議のうえ、
以下のとおりミニッツに
記載した。
ａ）期間

・1999年10月から約２～４
週間、長期専門家の派遣
（11月上旬）までに終了す
る。



調 査 項 目

－20－

過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　　③機材供与

ｂ）形態
・初年度であり、カウンターパート幹
部を視察型で受け入れる。

ｃ）対象
・以下のカテゴリーに属するカウン
ターパートから選抜する。
ア）プロジェクトマネージャー
イ）プロジェクトコーディネー
ター
ウ）テクニカルコーディネーター

ｄ）受入人数
・最大３名

・可能な限り既存の機材を活用すると
いう原則に基づき、技術移転に直接
関係する機材リストを作成し、参考
詳細仕様とともにミニッツに添付し
た。加えて、機材供与にかかる以下
の原則を説明し、ミニッツに記載し
た。

（原則）
・日本側が供与する機材は、プロジェ
クトの技術移転の道具である。した
がって、機材供与は必要最小限にと
どめられ、特にコンピューターや関
連機材の将来のバージョンアップや
更新は、たとえプロジェクトの期間
中であっても、タイ側の負担となる。

・また、タイ側により、機材がバージョ
ンアップ・更新され、消耗品がタイ
ムリーに調達されることがプロジェ
クト成功の鍵を握っており、特に試
作品製造サービスの実施には欠かせ
ない旨を説明し、タイ側の同意を得、
ミニッツに記載した。

・左記を再確認する。
・左記供与機材にかかるA4
フォーム（アドバンスコ
ピー）を入手する。

ｂ）形態
・初年度であり、カウン
ターパート幹部を視察型
で受け入れる。
ｃ）対象

・以下の３名を受け入れる。
ア）プロジェクトマ
ネージャー

イ）プロジェクトコー
ディネーター

ウ）テクニカルコー
ディネーター

・左記カウンターパート研
修にかかるA2、A3フォー
ム（アドバンスコピー）を
入手した。

・左記を再確認しミニッツ
に記載した。

・左記供与機材にかかるA4
フォーム（アドバンスコ
ピー）を入手した。

・左記を再説明し、コン
ピューターのバージョン
アップについては、技術
移転の進捗を注視しなが
ら、長期専門家の助言を
勘案し、BSIDの判断によ
り実施される旨ミニッツ
に記載した。

・また、消耗品に関しては、
上述のとおり、必要分を
カバーすべくプロジェク
ト予算案を改訂・合意し
た。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　(2) タイ側投
　　入
　　①カウンタ
　　　ーパート
　　　およびそ
　　　の他の関
　　　係職員の
　　　配置

・また、これらの機材の設置に必要な
環境を準備することは、機材供与の
前提条件であり同設置条件は上記１
(3)のとおり協議のうえ、ミニッツに
添付した。

・なお、主要供与機材は以下のとおり。
ａ）CAD/CAMネットワークステー
ション

ｂ）縦型マシニングセンター
ｃ）型彫り放電加工機
ｄ）ワイヤ放電加工機
ｅ）細穴加工機
ｆ）射出成形機
ｇ）ターゲット製品
ｈ）その他（工具、補修機器等）

ａ）Administrativeカウンターパー
ト ６名
ア）Project Director
イ）Deputy Project Director
ウ）Project Manager
エ）Project Coordinator ３名

ｂ）Technicalカウンターパート
18名

ア）金型設計 ３名
イ）NCプログラミング ４名
ウ）金型加工 ４名
エ）金型組立・試打 ３名
オ）追加 ４名

ｃ）Administrative Staff ５名
ア）広報担当
イ）総務担当
ウ）印刷担当
エ）研修担当 ２名

ｄ）Supporting Staff ３名
ア）秘書 ２名

・左記について、現地調達
予定機材に関しては、価
格調査とともに、調達・納
期スケジュールおよび作
業内容確認を行ったうえ
で、可能であれば現地調
達の申請を行う。

・左記について、以下の現
地調達予定機材に関して
は、価格調査とともに、調
達・納期スケジュールお
よび作業内容確認を行い、
a)CAD/CAMネットワー
クステーションのハード
仕様の確認のみ残し、現
地調達の準備を終えた。
ａ）CAD/CAM ネット
ワークステーション
（ハードのみ）
ｂ）縦型マシニングセン
ター
ｃ）型彫り放電加工機
ｄ）ワイヤ放電加工機
ｅ）細穴加工機
ｆ）射出成形機

・左記のb)Technicalカウ
ンターパートのｵ)追加４
名を含むカウンターパー
ト配置につき、タイ側と
以下のとおり合意し、ミ
ニッツに添付した。
ａ）Administrativeカウ
ンターパート ６名
ア）Project Director
イ）Deputy Project

Director
ウ）Project Manager
エ）Project Coordina-

tor ３名
ｂ）Technicalカウンター
パート 18名
ア）金型設計 ３名
イ）NC プログラミン
グ ４名

ウ）金型加工 ６名



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　　②予算措置

イ）ドライバー

・技術カウンターパートの配置計画に
ついては、タイ側から1998年 11月
に提出された案に対し要すればプロ
ジェクト開始後６カ月を目途に見直
しすることを担保のうえ、同意しミ
ニッツに添付した。

・上記配置計画において追加された４
名のうち３名の技術力測定を実施す
るとともに、右を踏まえ、３名の配
置案を４月中にタイ側に提示した。

・本プロジェクトが実際に稼働する
2000会計年度（1999年 10月～2000
年９月）の予算案および本プロジェ
クトの５年間の予算計画について、
特に消耗品費、ターゲット製品製作
用の材料費等の不足が懸念される旨、
表明したところ、タイ側は追加予算
措置が可能である旨、回答した。

・これを踏まえ、日本側が調査期間中
に収集したデータをもとに本邦で関
連経費を再積算し、５月上旬にタイ
側に提示した。

・タイ側より右をもとに見直した５カ
年の予算計画が提出されてきている。

・左記に変更がないか確認
し、最終的な人員配置計
画をミニッツに記載する
とともに、可能であれば、
前回、不在等の理由によ
り技術力測定をできな
かった者について、測定
を実施する。

・左記を確認し、ミニッツ
に添付する。

エ）金型組立・試打
４名

オ）ネットワーク管理
１名

ｃ）Administrative Staff
５名

ア）広報担当
イ）総務担当
ウ）印刷担当
エ）研修担当 ２名
ｄ）Supporting Staff

３名
ア）秘書 ２名
イ）ドライバー

・第２次短期調査および今
次調査で実施したカウン
ターパートの技術力測定
の結果を踏まえて、上記
のとおりカウンターパー
ト配置計画について合意
し、ミニッツに添付した。
なお、要すればプロジェ
クト開始後６カ月を目途
に見直しすることを念の
ため確認し、ミニッツに
記載した。

・左記の日本側が提示した関
連経費を満たし、かつプロ
ジェクト開始後５年分の経
費を盛り込んだプロジェク
ト予算案につき合意し、ミ
ニッツに添付した。
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

　　③施設・設備
　　ａ　ワーク
　　　ショップ
　　　Ａ

　　ｂ　専門家
　　　執務室

９　その他
　(1) BSIDに対
　　するその他
　　の協力およ
　　び他のプロ
　　ジェクトと
　　の連携
　　①プロジェ
　　　クト概念
　　　図

・前述のとおり、すべての機材は、既
存のワークショップＡに設置される
こととなり、これまでの調査で、機
材レイアウト（案）と設置場所が具
備すべき付帯条件・環境条件（案）の
詳細について調査した結果、タイ側
からワークショップＡの改修図面と
見積りの提出があり、右に対し日本
側から改訂案を提示した。

・日本人専門家執務室に関しては、実
施機関から写真が送付されている。

・本プロジェクトの活動と他機関との
関連を示したプロジェクトの概念図
を作成・見直しし、ミニッツに添付
した。

・前述のとおり、タイ側に
提出済みのワークショッ
プＡ改修図面改訂案につ
いて協議、検討、合意のう
え改訂案をミニッツに添
付した。主な改定点は以
下のとおり。
(1) 金型組立・磨きエリ
ア
・ドア位置の変更
・圧搾空気、水道水の
供給

(2) 金型加工エリア
・圧搾空気、水道水の
供給

(3) 射出成形機
・水道水の供給
(4) CAD/CAM設置室
・金型加工エリアの２
階部分

・チーフアドバイザー、業
務調整員の執務室は送付
されていた写真のとおり、
BSID本館の３階の１室
とし、３名の金型技術専
門家の執務室はワーク
ショップＡ内の既存の建
屋の２階（前回調査まで
CAD/CAM室とされてい
た部屋）とすることで合
意した。

・左記概念図をミニッツに
添付した。

・前述のとおり、タイ側に
提出済みのワークショッ
プＡ改修図面改訂案につ
き協議、検討し最終案を
ミニッツに添付する。

・左記を確認する。

・要すれば以下の協議をも
踏まえ、左記概念図を見
直し、ミニッツに添付す
る。



調 査 項 目
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過 去 ３ 回 の 調 査 結 果
現 状 お よ び 問 題 点 等

対　処　方　針 調　査　結　果

・JETROおよびJODC現地
事務所を訪問し、今後の
連携の取り進めぶりにつ
いて意見交換を行う。

・R/D案について、念のため
タイ側と協議し、同意を
得、署名・交換する。

・左記に関し再確認し、
R/D・ミニッツに添付す
る。

・左記現状を再確認する。

　　②JICA以外
　　　の日本か
　　　らの協力

　(2) R/D

　(3) 合同調整
　　委員会

　(4) 専門家の
　　生活環境

・前回短期調査で、JODC専門家派遣
の対象となっている企業を本プロ
ジェクトのモデル企業にすることが
できれば、現場実習の効果が高くな
ると期待できることから JETRO、
JODC 現地事務所と意見交換を行
い、今後、調査団派遣時のみならず、
事務所間でも情報交換をはじめとし
た連携をとることし、その旨、ミニッ
ツに記載した。

・R/D案を作成し、事前に原則同意を
得るべく、事務所経由にてタイ側に
提示済み。

・委員会の目的、メンバーについて確
認し、結果をミニッツに添付する。

・交通渋滞が緩和されつつあるものの、
一方、親切犯や睡眠薬強盗等邦人を
狙った犯罪が増加傾向にある。

・JETROおよびJODC現地
事務所関係者は、R/Dおよ
びミニッツ署名式に同席
するとともに、調査団主
催の夕食会にも参加し、
その際左記方針を調査団
が確認した。

・R/D案について、タイ側と
協議し、同意を得、署名・
交換した。

・なお、署名式にはスワッ
ト工業省大臣も出席され、
多数の報道関係者のもと、
本プロジェクトを含む中
小企業振興を、工業省の
優先事業として、今後と
も取り進めていく旨の発
言があった。

・左記に関し再確認し、R/
D・ミニッツに添付した。

・なお、タイ側のメンバー
である関連工業会代表者
として、新たに自動車部
品工業会代表を加えるこ
とで合意した。

・左記現状を再確認し、防
犯対策の重要性を認識し
た。
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第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見（（（（（留留留留留意意意意意事事事事事項項項項項）））））

＜調査団所見＞

(1) 本調査団は、1998年３月に派遣された事前調査団、そして、同年８月および1999年３月に

派遣された短期調査の結果を踏まえてタイ側との最終協議を行い、本件プロジェクト実施にか

かるR/Dの署名を行った。R/D署名式には、工業省大臣、金型工業会、プラスティック工業

会など関係団体の代表が出席したほか、各テレビ局、新聞社の取材も行われ、本件に対するタ

イ側の期待の高さを感じ取ることができた。

(2) 本件プロジェクトは1999年 11月からのチーフアドバイザー、業務調整員などの長期専門

家の派遣をもって実質スタートするが、タイ側の受入体制については、本件の実施機関である

工業省裾野産業開発部（BSID）のヌンクピット部長をはじめとして各職員が、調査団との協

議に積極的に参加するとともに、タイ側がとるべき措置（予算措置等）につき誠意ある対応を

してくれたことにより、現時点ではプロジェクトを実施していくうえでの障害はないものの、

双方の了解事項であるR/Dおよびミニッツの内容、特に予算措置、カウンターパートの配置

等が空手形に終わらないよう、逐次フォローしていくことが肝要である。また、同部長より

も、問題があるなしにかかわらず、日本側とのコミュニケーションを十分図っていきたいとの

意向が示されていることもあり、今後とも双方の忌憚のない意見交換および協調体制が望まれ

る。

(3) 本調査団では、団員として、本件の国内での支援機関の責任者、またチーフアドバイザー、

業務調整員等４名の長期専門家派遣予定者（長期専門家は５名を予定）が参団したことによ

り、日本側の本件に対する熱意が伝わり、タイ側の意識もさらに高まることとなった。このこ

とは、調査団との協議中のみならず、随所でカウンターパートとのより具体的で活発な意見交

換が可能となり、今後プロジェクトを実施していくうえでの好材料となるものである。このた

め、今後の調査団派遣にあたっても、可能な限り長期専門家派遣予定者、国内支援機関責任者

が参団できるような配慮が望まれる。

(4) 本プロジェクトでは、BSIDの技術力向上と相まってタイのプラスティック金型産業界に対

し、質の高い技術サービスを提供できるようにすることがプロジェクトの目標となっているこ

とから、民間金型企業のニーズのタイムリーな把握が不可欠である。このため、日本貿易振興

会（JETRO）および（財）海外貿易開発協会（JODC）のバンコク事務所、さらに、タイ側

の関連工業会を本プロジェクトの合同調整委員会のメンバーとして、それぞれの機関との連携

を図ることとなっている。これこより、双方の積極的な意見の交換が期待できるばかりでな

く、プロジェクトのいっそうの活性化も併せて期待される。





資　　　料資　　　料資　　　料資　　　料資　　　料

１　討議議事録（Record of Discussions: R/D）

２　協議議事録（ミニッツ）

３　カウンターパートへの質問事項・チェックリストおよび結果

４　カウンターパートへの製図基礎試験問題および結果

５　カウンターパート一覧表

６　産業構造調整事業（IRP）のアクションプログラムの最新情報

　(1) 企業診断

　(2) 中小裾野産業育成（金型産業開発プロジェクト）

　(3) 企業診断、電気・電子部品生産工程向上、中小裾野産業育成

　　　（金型産業開発プロジェクト）、部品産業育成の進捗

７　プレスリリース

　(1) 日本・タイ双方のプレスリリース

　(2) 掲載結果

８　調査団員報告（技術協力計画）
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